
聴覚障害学生支援の 
全国的状況  

はじめに 

近年、高等教育機関における聴覚障害学生支援の広がり

が顕著になってきました。大学・短期大学（以下、大学）

がボランティアの学生を募集して講習会を開催し、ノート

テイカーを養成・派遣する、そんな支援体制が全国的に広

がりを見せています。また、学内に障害学生支援のための

委員会が設置されることも珍しいものではなくなり、先駆

的な大学では、聴覚障害学生支援のために手話通訳等の専

門的技能を持つ職員を専任で配置するなどの取り組みも行

われています。 

十数年前、筆者自身が聴覚障害学生支援に関わり始めた

ころは、まだ聴覚障害学生本人が友人を集めて手話やノー

トテイクの方法を教え、授業のサポートを依頼するのが常

でした。ノートテイカーに謝金を支給しているごく一部の

大学が、聴覚障害学生に優しい大学として注目されていた

時代です。あれから十数年の月日を経て、高等教育機関に

おける障害学生支援は大学による「公的保障」という新し

いステージに足を踏み入れつつあります。 

本稿では、変わりつつある聴覚障害学生支援の様相に焦

点を当て、現在の到達点と課題について述べます。 

高等教育機関における聴覚障害学生支援の現状 

長い間、障害学生の高等教育については実態がつかめず、

高等教育機関で学ぶ障害学生の数すら正確に把握されてい

ない状況にありました。しかし、90 年代中盤以降、毎年

継続的に全国調査を行っている全国障害学生支援センター

（旧：わかこま自立生活情報室）１）に加え、2000年以降

は国立大学協会２）、日本障害者高等教育支援センター3）な

どによる大規模な全国調査が実施され、断片的ではありま

すがその実態が浮かび上がってきています。最近では日本

学生支援機構４）が国の行政機関としてはじめて障害学生の

実態を把握したことが大きな話題にのぼっており、ようや

く障害学生支援に社会的なスポットがあてられるようにな

ってきたことがわかります。 

ここでは、日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク

（PEPNet-Japan）が、筑波技術大学障害者高等教育研

究支援センターの協力を得て実施した聴覚障害学生支援に

関する全国調査５）６）の結果を中心に、聴覚障害学生支援の

現状について述べることにします。 

（１）聴覚障害学生の在籍状況 

前項に述べた複数の調査の結果、全国の大学の約 50～

60％に障害学生が、約 30～40％に聴覚障害学生が在籍

していることが明らかになっています。 

各大学に在籍している聴覚障害学生数は、約8割の大学

で１～３名となっており、逆に10人以上の聴覚障害学生

を受け入れている大学は、全国でも6校とほんの一握りで

す。ここから、聴覚障害学生は全国の数多くの大学に点在

して在籍している様子がうかがえます。 

このように、聴覚障害学生が少数しかいない大学では、

当該学生のニーズに応じて柔軟に対応できるという利点が

あります。しかし同時に、せっかく在籍する聴覚障害学生

に対して支援体制を整備しても、当該学生が卒業してしま

うと、それまでにつちかったノウハウや知識が消失してし

まいやすいという問題もあります。実際、現在は聴覚障害

学生が在籍していないという大学のうち、約 10％が過去

3年間には聴覚障害学生の在籍があったとしています。同

時に現在聴覚障害学生を受け入れている大学のうち、約

5％は調査年度に新たに聴覚障害学生を受け入れたと回答

しています。これらの大学間で、十分に情報の交換が行わ

れ、以前聴覚障害学生を受け入れていた大学から、新たに

聴覚障害学生を受け入れた大学に必要なリソースが流れて

ゆけばいいのですが、現実的にはなかなかそのようにうま

くはいっていないようです。そのため今後は、一度聴覚障

害学生を受け入れた大学は、この経験や知識を制度的な裏

付けのある形でしっかりと大学に残していく必要があるで

しょうし、こうしたノウハウを他大学と共有していく方法

を検討していかなければならないでしょう。 

（２）聴覚障害学生に対する支援の現状 

次に、在籍する聴覚障害学生に対して、大学側がどのよ

うな支援を行っているのかを見ていくことにします。まず、

聴覚障害学生の講義受講に対する支援には、現在手書きに

よるノートテイクがもっとも広く用いられています。前述

の複数の調査の結果では、聴覚障害学生を受け入れている

大学のうち、約半数が何らかの形で大学が関与した形での

ノートテイクを行っているようです。学生ボランティアに

対するノートテイク養成講座を実施している大学や，ノー

トテイカーに対して謝金を支給している大学や、事務職員

がノートテイカーのコーディネートを行っている大学はい

ずれもノートテイクを行っている大学の４～６割になって

いますが、この数は急激に増えている印象があります。ま

た、手話通訳による支援、パソコン要約筆記による支援は、

それぞれ聴覚障害学生が在籍している大学の 18.8%、

13.6％とまだまだ多くはありませんが、これも今後増えて

ゆくことでしょう。 

このほか、在籍している聴覚障害学生に対して行われて

いる支援の内容には以下のようなものがあげられています。 

 



表１ 入学時の支援の内容 
個別相談の実施 障害の程度の把握、入学した場合の対応についての相

談、本人や出身高校・保護者との面談 

学内への周知 学内に向けた障害を理解するための資料配布、授業担

当教員への支援依頼 

予算の確保 情報保障者への謝金、養成講座開講のための予算確

保 

オリエンテーション

時の情報保障確保 

パソコン要約筆記・手話通訳の配置、職員やチューター

による補助、教員による配慮 

ボランティアの組

織化 

ノートテイカー講座の開講、ボランティアセンターとの

連携、ボランティア学生の組織化 

情報保障者：ノートテイクやパソコン要約筆記・手話通訳などの情報保障を

担当する人 

 

表2 物的な支援の内容 
消耗品の支給 ルーズリーフ、ペン、コピーカードの支給 
補聴器貸与 
補聴システム整備 

FM補聴器・骨伝導補聴器・小型高性能補聴器の貸与 
磁気ループシステムの導入 

通信手段の確保 公衆FAXの設置、寮へのFAX設置、携帯用FAXの貸し
出し、事務室でのFAX利用許可、メール連絡用パソコ
ンの設置 

視覚情報提示 
機器の設置 

字幕デコーダーの設置、OHC・プロジェクターの設置、
非常用フラッシュライトの設置 

情報保障支援 パソコン要約筆記用機材の貸与、音声認識システム、

字幕作成ソフトの導入 
 

表３ 授業における支援の内容 
教官への配慮依頼 座席の指定、資料の配付、板書、話し方、個別指導 
相談体制の確立 学期ごとの個別面談、各教員への配慮依頼、個別相

談支援、e-mailでのレポート指導、密接な連絡体制、
支援室の設置 

手話コミュニケーシ

ョン環境の確保 
手話のできる職員の配置、手話に関する授業の開講、

手話サークルへの連絡、福祉専攻学生との交流会の

実施 
情報保障者の養

成、スキルアップ 
ノートテイカー養成講座の開講（講義、集中講義、地域

主催）、ボランティア学生の養成、技術向上 

 

（３）全学的支援体制の整備状況 

最後に、全学的な支援体制の整備についてふれておきま

す。まず、障害学生支援委員会等といった、障害学生支援

について全学的に協議・検討を行う委員会を有している大

学の数は、全国の大学の 6～10％程度に上っていて、最

新の日本学生支援機構４）の調査では114校（回答校全体

の11.4％）に設置がなされているとの結果が出ています。

この多くが、2000 年以降に設置されたもので 3）５）６）、

この数は年々加速度的に増えている感があります。 

同様に障害学生支援のための専任スタッフの配置につい

ても30校程度の報告があり４）、少ないながらも大学とし

て本格的に障害学生支援に乗り出そうとする姿勢がかいま

見られます。また、手話通訳や要約筆記等の資格を有する

専任スタッフを学内に配置する取り組みも徐々に広がりつ

つあり、毎年数校ずつではありますが、確実にその数は増

えてきています。さらに、欧米のように専任の情報保障者

による保障を標準としている大学も表れており、今後はこ

のような専門的人材を整えた全学的な支援体制の提供がよ

りいっそう広がることが期待されます。 

おわりに 

これまで、高等教育における聴覚障害学生支援について

は「公的保障実現」がひとつの大きな目標とされていまし

た。しかし、大学の手によるノートテイカーの養成や派遣

が全国的に普及しつつある今、単に授業に補助者を配置す

るだけではなく、その質の検証やより専門的なサービスの

普及が強く望まれます。聴覚障害学生が受講するすべての

授業において、ノートテイカーを配置することは、現在の

聴覚障害学生支援にとっては大きな目標のひとつかもしれ

ません。しかし、それは単なる通過点に過ぎないことを肝

に銘じなければいけないでしょう。聴覚障害学生の快適な

大学生活のために、今よりもう一歩進んだ支援を提供でき

るよう全国の大学が力を合わせてゆければと思います。 
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